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多くの運河は水運で第2次産業を支えるべく整備されてきた．しかし，産業構造の転換，物流体系の変

化に伴い，その役目を終えているところが多い．そのような運河の周辺地域においては，新たな都市的土

地利用の圧力が高まる一方，沿岸に立地してきた倉庫群，高い技能をもった町工場が運河に近接して立地

する必然性が低くなっている．特にわが国では第2次産業のあり方が大転換を迎えようとしている．この

ような背景から，土地利用の転換を迫られていることは明らかであるが，社会と産業構造の変化を読めず，

どのように転換すればよいか，再生計画を具体化することが難しい．本研究では数十年間にわたる名古屋

市中川運河沿岸の土地利用の変化を把握するとともに近年の産業構造の転換の兆しを捉え，都市的土地利

用を変更する再生計画をどのように立案することが適切であるかを考察した． 
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1. はじめに 

 

名古屋市にある中川運河は，重要な交通インフラとし

て地域の産業の発展に大きく貢献してきた．しかし1950

年代以降，トラック輸送やコンテナ輸送の発達により水

運は著しく減少した．一方，名古屋市は今もなお人口と

経済の成長が続いている．このような時代の潮流を受け

て平成 24 年に名古屋市と名古屋港管理組合は「中川運

河再生計画」を策定した．都心に近い「にぎわいゾーン」

は自ずと商業立地を展開させる方向性を持つこととなる

が，「モノづくり産業ゾーン」においてはどのような産

業を立地すべきかが明らかでないまま計画が策定された

と言える． 

 臨港部では都市的土地利用と違う背景，動きがある．

臨海再開発ではそのギャップが埋められず，また計画制

度が対応できないまま事業が遅延することが多々見受け

られる 1)．遅延は開発機運を損ねる可能性があり，でき

る限り都市的土地利用の勢いを受け止めることができな

い．そこで本研究では，まず運河沿岸の土地利用につい

て現在までの変遷を把握する．それを踏まえた上で立地

方針はトレンドに沿うべきか転換を図るべきかを検討す

る． 

2. 沿岸の土地利用の変遷の把握 
 
瀬口ら2)は中川運河における運河輸送の土地利用への

影響を明らかにした．これに対し，本研究では，各地点

の土地利用種別の変化，周辺地域および名古屋市域全体

の変化に関するデータも集め，土地利用の変化と要因を

明らかにすることを試みる．対象地域を図-1に示す．広

川町の二丁目～五丁目と舟戸町を「北部分」，福船町と

福川町を「中部分」とした．「北部分」「中部分」は現

在でも製造･物流･業務等の産業機能が残る．「北部分」

は先行研究で工業系の土地利用が少なかった地域，「中

部分」は反対に多かった地域である．臨港地区に指定さ

れている運河沿いの「沿岸用地」と，いくつかの用途地

域が指定される外側の「建築敷地」がある． 

土地利用の種別に関して住宅地図を，地域地区制に関

して都市計画図を用いて調べた．住宅地図は 1955年，

1975年，1995年，2015年，都市計画図は 1969年，2017

年のデータを使用する．都市計画図より，1972年以前

は北部分は商業地域と工業地域，中部分は商業地域と工

業専用地域，1972年以降は北部分で近隣商業地域と準

工業地域，中部分で近隣商業地域と工業地域であった．

沿岸用地は，臨港地区商港区に指定される． 
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(a) 北部分（赤色:沿岸用地，紫色:建築敷地） 

 

 

(b) 中部分（赤色:沿岸用地，紫色:建築敷地） 

 

図-1 対象地域 

(Google Map使用) 

 

 市の人口，事業所数，従業員数，貨物自動車台数，住

宅数に関するデータ 3)4)を採用し，中川運河周辺の土地

利用の変化と名古屋市全域の変化を比較する．土地利用

の種別を，第二次産業，第三次産業，住居，社宅に分類

する．産業については表-1に示すように総務省統計局の

分類を参考に鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製造

業を第二次産業，農業，林業，漁業及び「分類不能の産

業」，第三次産業とし，個人宅，アパート，マンション

等を住居，記載のある社員寮，宿舎を社宅とした．住宅

地図上で記載が無かったもの，分類の判断がつかなかっ

たものは図中で「白抜き」とする．複合ビルなどは複数

の分類を記載する． 

 

表-1 本研究における立地業種の分類 

分類 該当する業種 

第二次

産業 

鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製造業 

第三次

産業 

電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，

運輸業，郵便業，卸売業，小売業，金融業，

保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，

専門・技術サービス業，宿泊業，飲食サービ

ス業，生活関連サービス業，娯楽業，教育，

学習支援業，医療，福祉，複合サービス事，

サービス業（他に分類されないもの），公務

（他に分類されるものを除く） 

住居 個人宅，アパート，マンション等 

社宅 記載のある社宅，社員寮 

 

GIS（地理情報システム）を用い，各年の土地利用デ

ータを重ね合わせる．ソフトウェアとしてQGISを用い

た．1955年から1975年を第1ターム，1975年から1995年を

第2ターム，1995年から2015年を第3タームとし，ターム

間で変化した面積を算出する． 

図-2に第二次産業と第三次産業の間の土地利用の転換

について示す． 

沿岸用地では北部分で第1タームに第三次産業が増加

し，第2ターム，第3タームで第二次産業が増加している．

中部分で第1タームに第二次産業が増加し，第2ターム，

第3タームに第三次産業が増加している． 

建築敷地では北部分で第1ターム，第2タームに第三次

産業が増加し，第3タームに第二次産業が増加している．

中部分は全てのタームで第三次産業が増加している．第

1タームは他タームと大きく違いがない．すなわち用途

地域変更による土地利用への影響は見られない．中小規

模・危険性が低い製造業が多いためと考えられる． 

沿岸用地と建築敷地を比較すると，北部分と中部分の

沿岸用地で第二次産業が増加し，建築敷地で第三次産業

が増加するという違いが見られた．沿岸用地が臨港地区

に指定されており，倉庫と駐車場等の利用に限られる． 

沿岸用地と建築敷地を比較すると，沿岸用地で増加す

る分類が北部分と中部分で異なり，建築敷地で増加する

分類が北部分と中部分で似ていた．建築敷地では用途地

域制による規制の影響を受けない規模の店舗・飲食店や

危険性の低い製造業が立地しているためと考察した． 

第三次産業における名古屋市の事業所数変化と比べる

と，北部分の土地利用は似た変化をしていた．北部分は

都心から近く，卸売業や小売業，運輸業等の事業所を置

く上で好立地であるため，名古屋市全域の事業所数変化

の影響を受けやすいためと考えられる． 
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(a)沿岸用地 

 

(b)建築敷地 

図-2 第二次産業と第三次産業の転換 

 

北部分の沿岸用地における種別の変化を図-3に示す．

第二次産業が第3タームに増加し，第三次産業が1975年

以降減少するという，名古屋市の変化と異なった変化を

していた． 

 

図-3 北部分 沿岸用地の面積変化 

 
 
3. 土地利用の今後に関する考察 
 

2.の結論として，都心に近い地域ではやはり都市的土

地利用が増した一方，遠い地域では従来からの中小工場

の立地が続いている．立地をコントロール立場としては，

都心に近い地域では土地利用の需要にもとづく変化を，

遠い地域では土地利用の需要にもとづく変化だけでなく，

当該業種を存続させるか否かという産業政策との関連性

を考慮するべきであろう．令和3年3月8日に行ったパ

ネルディスカッション「中川運河－細長い港の価値」に

て意見交換を行った．席上において 1）当該地域に立地

する中小工場は，他地域と差別化できる技能をもってお

り，これが当該地域のまちづくりの特徴となり，かつそ

れらの企業にまちづくりの担い手になってもらえばよい

のではないか，2）名古屋市内でも活発化しているスタ

ートアップを推進するのがよいのではないか，といった

意見が得られた．但し，都心域で展開しているスタート

アップ事業とは違う，大規模な土地，運河の静水面を活

かすとよいということであった．沿岸の倉庫については

中川運河らしい景観を保全する観点から土地利用転換が

必ずしも支持されるとは限らないことも明らかとなった． 

 

 

4. おわりに 
 

以上前半においては運河周辺の産業立地のトレンドを

分析し，後半では今後の土地利用の展開の可能性につい

て議論を行った．これだけで将来の土地利用が推測でき

るわけではないが，策定から10年が経った中川運河再生

計画を更新するならばそのための参考情報となるだろう． 
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CONSISTENCY OF CANAL RENOVATION PLAN WITH LAND USE CHANGE 
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